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泰彦教授略歴•著作目録

* 2002年 3 月31日をもって慶應義塾大学 

経済学部を定年退職するのにともない， 

本学会を退会する会員の略歴•著作目録 

を次頁以下に掲載します。

本誌編集委員会



鳥居泰彦教授略歴•著作目録

2002年 1 月25日現在

略 歴

1936年 東 京 に 生 ま れ る

1966年慶應義塾大学大学院経済学研究科博士課程修了 

1967〜69年スタンフォード大学訪問研究員，

カ リ フ ォ ル ニ ア 大学バ ー ク レー校国際研究所研究員 

1976年 慶 應 義 塾 大 学 経 済 学 部 教 授  

1989年 慶 應 義 塾 大 学 経 済 学 部 長

1993年 慶 應 義 塾 塾 長 （学校法人慶應義塾理事長兼慶應義塾大学長）

2001年 慶 應 義 塾 学 事 顧 問

塾外役職

East Asia Economic Association 理 事 (1998.10.01〜2001.04.01)，会 長 （2001.04.01〜）

開発技術学会会長（1995.11.01〜）

アジア政経学会評議員 . 理 事 （1993.07.20〜2002.03.31)

日本計画行政学会参与(1995_04• 01-2001• 03.31)

放送大学学園運営審議会議長（1995.10. 16〜2002. 10.20)

日本私立大学連盟会長（1995.02.28〜2001 .02 .28),副 会 長 （1994.05.31〜1995.02.27)，理 事 (1993.

11.10〜1994.02.02)，常務理事（2001.03.06〜2001.05.27)

日本私立大学団体連合会会長（1996_04_01〜2001.02.28)，経営倫理委員（1994.04.01〜2001.05.27)，公 

費助成基本構想委員会委員（2000.04.01〜2001.03.31)，代 議 員 （2001.03.01〜2001.05.27)

全私学連合代表（1996.04 _ 01〜2001• 02.28)

大 学 基 準 協 会 会 長 (1997.05.22 〜1999.05.15)，理 事 (1994.03.14 〜2001.05.27)，常 務 理 事 (1994.

06.22〜），建設委員会委員（1994_07.11〜），あり方検討委員会（1994.07.11〜1999.04.23)

日 本 私 立 学 校 振 興 • 共 済 事 業 団 運 営 審 議 会 委 員 （1998.01.01〜 2001.12.31 )，会 長 代 理 （2000.

01.28〜2001.5.27)

日本私学振興財団運営審議会委員（1996.07.01〜1998.06 _ 30)

大学設置 • 学校法人審議会大学設置分科会委員（1995.05.01〜2002.04.30)
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大学審議会会長（1999.10.01〜2000.12.31)，基本構想部会 • 大学教育部会•組織運営部会特別委員 

(1993.10.18〜1999.09.30)，委 員 (1999.10.01〜2001.02.01)

中央教育審議会（旧）教育制度分科会委員（副会長）（1995.04.10〜2001.01.31)

中央教育審議会 (新) 委 員 (会長) (2001.02.01〜2003.01.30)

科学技術会議（総合計画部会）専門委員（1995.04.30〜1998.3.31)

生涯学習審議会委員（1995.04.01~1995.5.14)，副 会 長 （1995.05.15〜1997.03.31)

学術審議会委員 (1995.04.01〜2000.02.15)

総合科学技術会議評価専門調査会専門委員（2001.03.22〜）

国立大学等の独立行政法人化に関する調査検討会議委員 

日本学術振興会評議員（1996 • 07 • 01~  2000 • 06.30)

一橋大学運営諮問会議委員会委員（2000• 02.04〜2002.03.31)

東京芸術大学運営諮問会議委員（1999.04 • 01~  2004.03.31)

北海道大学懇話会委員（1999 _ 04.01〜2000.03.31)

筑波大学運営諮問会参与（1998 • 07.16〜 2004 _ 04.30)

千葉大学運営諮問会議委員（2001.05.01~ 2003.03.31)

防衛大学校学術 . 教育振興会理事（1999.6.〜2003.03.31)

国立歴史民族博物館評議員（1995• 06_ 01~ 2001.05.31)

大学評価 • 学位授与機構評議員（2000.05 _ 01~  2003.07.30)

大学評価機関創設準備委員会委員（1999 • 04.01〜 2000 • 03 • 31)

大学入試センター評 議 員 （1996.10.01〜2001.02.28)，試 験 得 点 調 整 判 定 委 員 委 員 （1997.12.16〜 

2001.02.28)

科学技術庁顧問 (1996.10.01-2001.01.05)

未来開拓学術研究推進事業委員会事業委員（1999.07.01〜2002• 06.30)

日本私立医科大学協会（社団法人）会 員 （1996.04.01〜2001_5_27)

国際開発高等教育機構評議員（1993.06.18〜2002.02.28)，研究顧問（1993.06.18〜）

日本語教育振興協会（財団法人）評議員1996.06.15~2001.02.28)

全国銀行学術研究振興財団評議員（1996.07.09〜2001.02.28)

留学生支援企業協力推進協会（財団法人）理 事 (1996.06.07~2001.02.28)

私立大学退職金財団理事（1994.06.24〜2001.3.31)

日本科学技術振興財団（財団法人）評 議 員 （1993.06.21〜2001.5.27)

全国大学保健管理協会（社団法人）理 事 （副会長）（1995.01.10〜），理 事 • 評 議 員 （1994.12.0卜  

2001.05.27)

国際大学協会日本協力会理事(1994.04.01-2001• 05• 27)
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大学セミナーハウス理事（1993.10.15〜2001.05.27)，評 議 員 （1993.10.15〜2001.05.27)

日本生涯学習総合研究所理事(1999.07.01〜2001• 06.30)

政策研究大学院大学創設準備委員会特別協力者（1994.12• 01〜1997.09.30)

科学技術振興事業団設立委員会委員（1996.06.07〜1996.09.30)

日本国際教育協会 (財団法人) 理 事 (1995.08.03〜1997.08.02)，評 議 員 （1994.07.07〜1998.07.06) 

核融合科学研究所評議員（1993.09 _ 01〜2003.08.31)

高エネルギ一物理学研究所評議員（1993_10•16〜1997.10.15)

高工ネルギー加速器研究機構評議員（1997.06• 01〜1999.05.31)

司法制度改革審議会委員（1999• 07.27〜2001.06.12)

経済審議会臨時委員（1992 • 01.29〜1995.03.31)

総合エネルギー調査会電気事業分科会委員（1991.08.31〜1995.08.02)，会 長 （2001.10.25〜）

老人保健福祉審議会会長（1995 _ 04.01〜 1998 _10.24)

新エネルギ一産業技術総合開発機構国際協力委員会委員（1993.08.25〜1994.03.31)

高齢者社会福祉ビジョン審議会（1993.5.~1995_03.31)

輸出入取弓I審議会委員（1993.05.01〜1995• 04.21)

産業構造審議会委員（1995.09. 12〜 1999 • 09.30)

日本経済調査協議会総合委員（1994.04.01〜2002.03.31)，特別委員（1994.06_01〜）

日本貿易振興会 (JE T R O )運営審議会委員（1998.08.17〜2002.08.16)

放射線障害防止中央協議会理事(1997•10• 01〜2001.02.28)

交通遺児育英会評議員（1997.04.01〜2001.02.28)

日本ワックスマン財団評議員（1993.06.24〜2001.05.27)

慶應工学会 (財団法人) 顧 問 (1994.10.01〜2001.05.27)

日米経営科学研究所 (JA IM S )理 事 (1994.06.01〜2001.05.27)

かながわ学術研究交流財団（財団法人）理 事 （1993.06.11〜2001.05.27)

東洋文庫評議員（1993.05 _ 28〜2001• 05.27)

交 詢 社 (財団法人) 理 事 （1994.03..05~2002.03.04)

交詢ビル検討委員会委員（1999.06.. 01〜解散まで）

国際開発センター研究顧問 (1993.08.01〜2001.03.31)，理 事 (1999.10.01〜2001.09.30)

JO A社会貢献審議会委員（1996 • 05.01〜2001. 12.31)

国際文化会館評議員（1994.03.24〜2002.06.28)，理 事 (1997.03.24〜2003.03.28)

アジア社会問題研究所（社団法人）理 事 （1994.06.14〜2002.06.13)

港ユネスコ協会顧問（1994.5.〜）

就職フォーラム（第 9 回）名誉顧問（1993.10.01〜2001.5.27)
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国際高等研究所（財団法人）評 議 員 （1994.04.01〜2001.06.22 

日本国際協力システム（財団法人）評 議 員 （1995.04.01〜2003.03.31)

大蔵省財政金融研究所外部研究員（1989.06.20-2001.12.31)

産業技術等に関する国際交流委員会委員（1993.11.04〜）

グリーンフォーラム21委 員 （1994.01.04〜）

日本P E協議会専門委員 (1994.4•14〜2001.5.27)

日中友好会館評議員（1995 • 03.01〜2001_ 02 • 28)

金融経済研究所（財団法人）評 議 員 （1996.07_08〜2001.07.07)

国際開発高等教育研究センタ一研究顧問（1997.01.01~2002. 12.31)

国際東アジア研究センター理事（1997_04.01~2003.03_31)

海外技術者研修協会 (財団法人) 評 議 員 （1998.04.01〜2002.03.31)

世界経済調査会評議員（1997•10.01〜2002.03.31)

鈴渓学術財団評議員（1999 • 05 • 28〜2002.03.31)

水府明徳会 (財団法人) 評 議 員 （1998.06.01~2002.06.24)，理 事 （2000.06.24~2002.06_24) 

太平洋経済協力会議日本委員会（P E C C )委 員 （1993.10.18~)

産業経済審議会 (国際協力部会) 委 員 （1993.07.01〜1997.09.11)

中央銀行研究会（総理府審議会）会 長 （1996.07.09〜1996.10.30)

アジア経済研究所英文機関紙編集委員（1991_ 04.01〜1996. 10.30)

アジア経済研究所開発スク一ル運営委員（1994.05• 01〜1995.03.31)

日中青少年旅行財団評議員（1992.04.01〜1994.03.04)

日韓経済人フォーラム委員（1993_05.〜1997.03.)

日米文化協力に関する委員会（カルコン） 日本側パネル委員（1997.10.01〜2001.12.31)

エイズ予防財団評議員（1995.08.30~2000_5.27)

全日本剣道連盟顧問 (1999.11.02-2001.03.31)

日本学生野球連盟審査委員（2000.03.14〜）

統計研究会 (財団法人) 理 事 (1994.04.01〜1998.03.31)

日本経済研究セン夕一特別会員 

福沢諭吉協会（社団法人）会員
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主要業績

〈著書〉

『経済発展理論』東洋経済新報社，1978年 

『はじめての統計学』 日本経済新聞社，1994年11月

〈共著〉

「金融モデルの設定と計測」『経済成長と金融分析』（高橋長太郎還暦記念）所収，藤野•尾崎他と共著， 日 

本銀行統計局，1966年 6 月 

「経済成長と財政金融政策，第 6 章金融モデルの設定と計測1955—1963年」宇田川璋仁編，勁草書房， 

1967年 6 月

「労働市場の長期展望，第4章賃金上層と農業限界生産力」（有沢広巳編)，東洋経済新報社，1968年 2 月 

“Labor Allocation in Economic Development”，(with D.W.Jorgenson), Stanford University Press, 

1969年

「第 8 部農業部門の限界生産力測定」『日本経済の計量分析』，建元正弘編，東洋経済，1970年 

「東南アジアの雇用労働力」『東南アジアと労働事情（報告と討論)』， 日本労働協会調査研究部，1976年 3 月 

『わが国海外進出企業の労働問題』 日本労働協会編，1976年10月

“International Input-Output Table, Japan-U^A 1970”，Institute of Developing Economies, 1977年 

“International Input-Output Table, Japan-Philippines 1970”，Institute of Developing Economies, 1977年 

「東南アジアの経済発展と日本」『日本経済分析入門』小尾一郎編，有斐閣双書，1979年 4 月 

経済史学の発達（角山榮 •速見融編），「第一章経済発展と経済史学」『講座西洋経済史V』，同文館，1979年 

“Industrialization and Socio-Economic Tensions in Asian しountries”，『Social Tensions and Industrial 

Relations Arising in the Industrialization Processes of Asian Countries』，The Japan Institute of 

Labour, 1980年 1 月

「世界経済の秩序とネオ•ナショナリズム」『地球社会への展望』，財団法人日本生産性本部，1980年 3 月 

「近代経済成長」『経済学大辞典』第III巻，東洋経済新報社，1980年 9 月

『北東アジア諸国の共存と経済発展』（北東アジア知識人会議報告書） 日本経済調査協議会，1982年 1 月 

「韓国の急速な発展にみる産業構造の変化」（大来佐武郎と共著）『平和の研究』（日本語版)，善本社， 

1984年 1 月

「自動車産業の海外進出に伴う波及効果のシミュレーション分析」（第 6 章）『海外投資と雇用問題』， 日本 

労働協会，1984年 4 月

“Economic Dvelopment and Changes in Linkage Structure: An Input-Output Analysis of the Republic 

of Korea and Japan” (with K .Fukasaku),『Proceedings of the 7th, International Conference on 

Input-Output Techniques』，United Nations, 1984年12月
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“An Analysis of a Newly Established Iron and Steel Industry in West Malaysia”，『Input-Output 

Models: Theory, Data and Application』，United Nations, Economic and Social Commission for 

Asia and the Pacific, 1985年 

"Human Resource Development in ASEAN Industrial Structural Changes”，『Symposium on Human 

Resources Development in ASEAN and the South Pacific Countries』，国際協力事業団，1986年 1 月 

「アジアの経済と地域研究」『アジア研究の課題と方法』，アジア経済研究所，1986年 3 月 

“Effect on the T anfi Reduction on Trade in the Asia-Pacific Region”，『tighth  International Confer­

ence on Input-Output Techniques], 1986年 7 月 

「アジア諸国の国際金融構造の変化と新しい開発金融の方向」『新しい国際行動原理を考える』，統計研究 

会，1987年 1 月

「ASEAN表の経験からみた問題点」『アジア国際産業連関表の作成 . 利用の方法と問題点』（アジア国際 

産業連関シリーズN o.l)，アジア経済研究所，1987年11月 

“Labour rorce and employment”，『mdonesian Economic Development Issues and Analysis], Japan 

International Cooperation Agency, 1988年 3 月 

「N IE Sにおけるロボット化の現状一韓国の場合」『ロボット関連技術の産業および経済に与える影響と対 

応戦略』，N IRA叢書，総合研究開発機構，1988年 8 月 

『アジア太平洋地域の保護主義とブロック化ー危機の回避と新たな協調機構』第 4 回 NIRA—SIIS合同シ 

ンポジウム（於楊州，中国）報告書，NIRA, 1989年 4 月 

“Effect on the fa n fi Reduction on fraae  in the Asia-Pacinc Region” (with Seung-Jin-Shim and 

Yutaka A kiyam a),『Frontiers of Input-Output Analysis], Oxford University Press, 1989年 

「アジア-太平洋地域の保護主義とブロック化一危機の回避と新たな協調機構」『日中上海シンポジウム東 

ア ジア の経済発展と地域協力』，総合開発研究機構，1989年 9 月 

“Japan’s Industrial Adjustment: impact and interdependencies to Developing Countries’’，『Strategies 

for Industrial Dvelopment』，Korea Development Institute and Asian & Pacific Development 

Center, 1989年

「アジア諸国の債務と日本の役割」『アジア太平洋域内協力体制の確立一1990年代の日本の課題』， NIRA 

研究叢書，財団法人統計研究会（第 7 回 ECO-FORUM)，1990年 2 月 

「アジア太平洋協力と国際経済への貢献一その歴史と将来展望」『環太平洋経済の現状と展望ーアジア.中 

南米比較』，アジア経済研究所，1990年 3 月 

「アジア.太平洋地域の保護主義とブロック化一 危機の回避と新たな協調機構」『事典ア ジ ア - 太平洋』第 

1 編第5 章，総合開発研究機構，1990年 4 月 

「経済発展研究の新潮流」（藤丸麻紀と共著）『ESP』No.294, 1996年10月
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〈訳書〉

「経済発展理論一実証研究」（P.A•ヨトポロス，J_B•ヌジェント）慶應通信，1984年11月 

「アメリカ歴史統計植民地時代〜1970年代」合衆国商務省編，斎藤真 • 鳥居監訳，原書房，1986年 8 月 

『アメリカ歴史統計』別巻，合衆国商務省編，鳥居 • 斎藤真監訳，原書房，1987年 7 月 

「フューチャー . オブ • エコノミックス」J • ガルブレイス他著，鳥居泰彦訳，1992年11月 

「世界経済統計〈1973〜1993〉 World Tables 1995」世界銀行編，東洋書林，1996年 6 月 

「現代アメリ力デ一タ 総 覧 1995」合衆国商務省センサス局編，原書房，1996年 7 月 

「世界経済•社会統計1997 World Development Indicators」世界銀行編，鳥居泰彦監訳，1998年 6 月 

「現代アメリカデータ総覧1988〜2000」合衆国商務省センサス局編，原書房，1997年版から東洋書林， 
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